	離婚協議書


	[夫氏名]（以下甲という）と[妻氏名]（以下乙という）は、離婚について協議した結果、
次のとおり合意確認する。


	記


	第1条 　甲と乙は協議離婚をすることとし、離婚届に各自署名押印した。


	第二条　　甲乙間の未成年の子[子氏名]（平成　　年　　月　　日生、以下丙という）の親権者を乙と定める。


	第三条　　[甲又は乙]は[甲又は乙]に対し、丙の養育費として平成　　年　　月から丙が成年に達する日の属する月まで、毎月　　万円ずつ、毎月　　日に限り[甲又は乙]の指定する金融機関の丙名義の口座に振り込み送金して支払う。
上記養育費は、物価の変動その他事情の変更に応じて、甲乙協議のうえ増減できるものとする。


	第四条　　[甲又は乙]は[甲又は乙]に対し、慰謝料として、
平成　　　年　　月から平成　　　年　　月まで、毎月　　万円ずつ、毎月　　日に限り[甲又は乙]の指定する金融機関の[甲又は乙]名義の口座に振り込み送金して支払う。
第5条 　　甲又は乙が、病気及び怪我のために丙に特別出費したときは、甲又は乙は甲又は乙の請求により、その費用を直ちに支払うものとする。


	第6条 　　　甲と乙は、上記の定めるところですべて解決したことを確認し、他に何らの請求をしない。


	第7条 　　　甲は乙に対し、甲が毎月1回丙と面接交渉をすることを認容する。面接交渉の日時、場所、方法は、丙の福祉を害することがないように甲乙互いに配慮し協議決定する。
第8条 　甲と乙は、本書作成後直ちに本協議離婚書各条の項の趣旨による
強制執行認諾約款付公正証書を作成することを合意する。


	上記のとおり合意したので、本書二通作成し、甲乙各自保有する。


	平成　　　年　　　月　　　日

	　　甲　　　　　住所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印　　　　　　


	乙　　　　　住所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　

	氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印　　　　　　


